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に示す。
蘆インダス川（Indus）では温
暖化の影響で水資源量が増加
する。しかし、水利用率は90
年から2025年、2050年と線
形に高くなっている。これは、
持続的な人口増加によるもの
である。この流域においては、
人口増加の影響の方が気候変
動の影響を上回ることを意味
している。
蘆黄河流域（Huang he）では
人口増加率が低下するため、
水利用率は2025年から2050
年まで安定する。
なお、気候変動と比較すると人
口増加の方が水利用率に対して主
要な影に対して影響を与えるとい
う同様の研究報告事例がある。
全球水循環の評価モデルの構築
により、マクロな水の変動を捉え
る事は地球温暖化などの影響によ
る対応を考える上で大きなツール
となる。従来の研究は欧米を中心
に進められてきたため、欧米の持
つデータに基づく解析となってい
る。しかし、多くの都市が沖積平
野に位置し、造山運動の影響を直
接受ける等の自然特性を持つアジ
ア地域における水循環―水資源シ
ステムの解明も重要な視点であ
る。今後の途上国における持続的
発展を支えるためにもこの種の研
究を推進する必要性はたかいもの
と言える。現在、日本が中心とな
り、アジア太平洋水文水資源協会
設立に向けて活動が始まってい
る。主な研究課題は以下の通りで
ある。
①ヨーロッパで共同開発された
分布型水文モデル（水の浸透、
流出、蒸発散等の定量的解析
モデル）はなだらかな地形を
対象としていることから、鉛
直浸透のみのモデルとなって
いる。これは山地・丘陵地で
の適用性が低いもので、斜面
流成分を含むモデル化により
アジア地域の山地に適用でき
る新たなモデルの開発を推進。
②欧米では特殊な水循環過程を
もつ石灰岩地帯を対象に「石
灰岩地帯水文学」が成立して
いるが、アジア地域―火山地
帯は特殊な水循環過程と土砂
生産・流出過程をもってお
り、「火山水文学」の体系化
が必要。
③欧米での土砂生産の主体は雨
滴による土壌剥離と地表流に
よる浸食として定式化してい
る。アジア地域では浸食の他、
山地崩壊、地滑り、火山噴火、
土石流などの不連続な土砂生
産の効果が大きく、これらの現
象を反映した解析技術が必要。
④その他、アジアモンスーン地
域に特有な研究課題として、
次の様な課題がある。
蘆アジアモンスーン地域の降水
機構、水資源変動、エルニー
ニョの効果
蘆水田稲作地帯の灌漑排水技術
と水管理
蘆沖積低地に立地する都市の治
水、利水、環境問題
蘆水の絶対量は多いが、需要と
のインバランスによる大都市
の水不足と水域汚染問題
蘆多量の土砂生産、流出に対す
る対策（砂防技術、沖積河道
の安定化など）が必要
蘆気象学、農業工学、河川工学、
林学、地下水学等それぞれの
分野で、安定帯（欧米）と異
なる研究課題の抽出と研究開発。
国内の河川流域を単位とした総
合水マネジメントにおける基礎技
術や水循環モデル、水循環系健全
化に向けた具体的な研究動向につ
いて地球的規模での研究を含め概
観してきた。これらは、まさに今
後の水管理対策の重要なツールで
ある。総合水マネジメントにおけ
る様々な検討はいわば壮大な社会
実験であるといえる。しかし、多
くの課題が山積していることも事
実である。以下、現段階で考えう
る視点を提起する。
蘆水循環モデルの様な現象を視
覚的に把握できるモデリング
手法をより精度よく、広範囲
な領域に拡げることが重要で
ある。環境評価については、
合意形成の上でキーとなる領
域であることから、研究開発
を強力に推進する必要がある。
蘆土地利用に水循環系の視点を
取り入れる。必要であれば、
法的規制を行使できる等社会
科学からの検討も十分考慮す
る。
蘆市民、企業、自治体、国が役
割分担と連携を図り取り組む
のは当然であるが、とりわけ、
流域における都市づくり、治
水対策、防災対策等多くの事
業・行政を担当する自治体側
の主体的取り組みが大きなポ
イントととなる。国側でも地
方分権の推進や技術協力を積
極的に推進することが求めら
れている。
蘆日本はこれまで欧米のモデル
6．日本を含むアジア地域の特性を考慮した研究の視点
7．おわりに
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に基づき研究が進められてき
たため、アジアとの共通性を
意識する姿勢が少なかった。
日本がこれまで培ってきた水
循環―水資源システムにおけ
る様々な施策や精度、技術等、
成功と失敗を含め提示、発信
して、特にアジア諸国への適
用性を検証する。さらに、ア
ジア地域特有な地形や社会経
済活動等から規定される水循
環―水資源システムについて
も世界に発信し、必要な研究
開発を推進する。
蘆今や水問題は世界の共通認識
となっている。健全な水循環
系の構築に資する社会・技術
システムについて、日本から
アジア諸国等への技術移転の
円滑かつ適切なシステムを構
築する時期である。従来の
ODA等の海外援助システム
を改善していく際、相手国特
有の習慣、風土等を大切した
視点も効果的技術移転におい
て重要である。
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